ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その２０
起業家にとって「年貢の納め時」は何時？ 
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法人税制（Corporate Taxation）の特徴は、国家が大きな強制権限を持つこと。これを表す少し乱暴な表現がある。「豚は太らせてから食え」「金の卵を生むニワトリは殺すな」「一罰百戒」の三つ。その意味は「最大の税収を、継続的に、ないし、一度の懲罰行為だけで徴税する」ということ。国家が法人企業から徴税する様が、少し冷たく表現されている。
例えば税務当局が、どうやら脱税をしていると思われる会社を見つけたとする。通常こうした場合、税務当局は直ぐには強制捜査権を発動しない。内偵をジックリと行い、確かな証拠がそろうのを待つ。すると脱税額も膨らむ。そこで摘発。強制捜査を行う。そうすることで貯め込んだ利益を重加算税などで全て確実に召し上げることができる。そう、最大の税収を徴収できる。これを「豚は太らせてから食え」という。
その会社がもし「毎年売り上げ倍増」の有望会社だったらどうするか？　その場合は「金の卵を生むニワトリは殺すな」だ。勿論、悪質な脱税はお目こぼしにはならないが、そうでないなら修正申告を指導し、重加算税などは課さないで、その後の増加する利益からの増加する税収を確保する。殺さずに当局の庭で子飼いとする。
…問題はある。しかし、日本だけでなく世界中どこでも20世紀序盤中盤のCorporate経済では、兎に角コレでうまくいっていた。19世紀末に米国で始まり世界中に普及した法人税、正しくは法人所得税Corporate Income Tax。それは国家の税務当局がCorporate（法人）に対し大きな強制権限を持つ税制なのだが、兎に角コレでもって多くの国が20世紀中葉に「高度経済成長」を謳歌した。
国家と法人の二人三脚。つまりCorporatism。その仕組みの中で、国家から法人に与えられるCharter（権利、特権）の見返りとして、法人から国家に支払われるCorporate tax（法人税）には、それなりに存在価値があった。
しかし20世紀終盤、経済の様相は一変した。どのように？　オバマの言葉から拾おう。
”将来を勝ち取る最初のステップは、米国のInnovationを奨励することだ。私達の誰も、次の巨大産業が何であるか予測できないし、新しい雇用が何処で生まれるか予測できない。30年前、Internetと呼ばれた何かが経済革命を主導することになるとは、私達の誰も考えつかなかった。だから、私達に出来るのは----それは他の誰よりもアメリカが得意とすることなのだが----人々の創造力と発想力をスパークさせることだ。”

2011年1月25日バラク･オバマ　出典www.whitehouse.gov/issues/economy/innovation
つまり、一言で言うと「unpredictable（予測不可能）」。簡単に言えば、大きな税収源となる企業がどこにいるかどこで生まれるかあらかじめ予想できない、ということだ。無粋を承知で先ほどの言葉で言うならば「太って食えるようになる子豚がどの子豚なのか、予測が出来なくなった」ということ。子豚はstart-up（起業したばかりの企業）のこと。
それともう一つオバマが言っていること。それは、「私達に出来るのは、人々の創造力と発想力をスパークさせること」。つまり、「人々のチャレンジを促すこと、これしか出来ない」という現状把握だ。またまた言い換えるなら「どの子豚にも兎に角エサを与えて様子を見る。上手く成長して太るかどうか見守ることにしよう。これしかない」ということ。
国家の差配による経済成長はもはや期待できない。国家が狙いを定めたテーマに助成金を出して経済成長を狙うのはもはや効果が薄い。この現状把握の下に出てくる対処方法としての「税制政策」が…、そう、読者はもうお分かりだろう、それがPartnership Taxation（合夥税制）なのだ。簡単に言えばそれは、Partnershipに自動的にfull expensing
やzero-outing
などのtax shelter（租税回避）の権利を与える税制である。
MicrosoftもYouTubeもFacebookも起業時は皆Partnership　このパワポはstart-upの企業形態とその資金の出し手が、米国では通常、どのように推移していくかを示している。partnershipで起業すれば
どのstart-upにも分け隔てなく一様に「エサ」つまり税優遇が与えられることを、このパワポで説明しよう。

上段はmonetary economyつまり金融経済での、損益（発生主義会計による）の推移と資金の出し手の推移を、下段はobject economyつまり実体経済での企業形態の推移を表す。ここで大事なのは、全てのstart-up達がPartnershipで起業することだ。
一番下には成長の各段階が時系列にDeath Valley（死の谷）、Darwin’s Ocean（ダーウィンの海）、Devil’s River（悪魔の川）と並んでいる。成長の最後は、それは上手くいけばの話だが、IPO（株式上場）したlisted corporate（上場法人企業、日本でいえば上場株式会社）となり、永久的に、また、定時定率に利益をあげることを半ば強制される存在となる。

税務行為に的を絞って各成長段階を簡単に説明すると：
死の谷：　利益は出ない。損ばかりが膨らむ。ここで大半が死に絶える。通常、税務会計上のFull-expensingを使って投資の回収を早める。

ダーウィンの海：　少しずつ利益が出るようになるが、企業が何時突然死するか分からない
。安定規模になるために不断の再投資が欠かせない。従って、利益が少しでも出れば全て再投資ないし再投資準備金に回すのが基本。partnership税制上、Zero-outつまり課税所得額がゼロとなり、税金を払わずに済むので、この「利益、全て再投資」が促される。
なおcorporateしかない日本での「ダーウィンの海」では税務当局はどう出るか？　それは、原則「利益には課税」だ。つまり、まだ育ち盛りの子どもの食べ物を何分か取り上げ、将来の稼ぎ手達の十分な成長を阻害しかねない杓子定規な原則。もっとも、「裁量」といって課税を繰り延べてくれることも実際の税務調査ではあるようだが、兎に角「危うい」ことには変わりがない。
悪魔の川：　IPO（ないしBuy-out）に向けて、一般の第三者にも分かる形の発生主義会計の整備が開始される。「もうすぐ大金が転がり込む」と起業家は喜んでいると一般人は思いがちだが、実際はそうでもない。起業家は、partnershipの「自由、だが不安定」とlisted corporateの「SECやIRSのコントロール下で不自由、だが安定」の間で葛藤に苦しむ。起業家とは生来のventurer、冒険家なのだ。
上場：　米国では、「持分所有者（share holder）が500人（2012年からは2000人
）を超える」とその企業は、SECからは上場を強要され、IRSからはcorporate taxation（法人税制）に従うことを強要される。税務上、この様なcorporateはper se corporate（真性法人）
と呼ばれ、投資の税優遇の特典は強制的に剥奪される。
さて、表題の「年貢の納め時は何時か？」について、 読者はもうお分かりだろう。答えは、「上場ないしBuy-out」。この時から、創業時からずっと税還付や租税回避を享受して「年貢」を納めずに済んでいた、というか、税金となるべき公金を勝手に自分の事業につぎ込んでいた企業も、強制的にper se corporateとさせられ、法人税を納めなければならなくなる。正に「年貢の納め時」だ。
最後にこの合夥税制の根底に、やはりポスト近代合理主義があることを説明する。それは、もしsutart-up達がことごとく全て失敗したらどうなるか、を考えれば分かる。それは、泣きっ面にハチ、弱り目に祟り目、ダブルパンチ。
つまり、税金となるべき公金を勝手に彼ら向こう見ず連中のstart-up事業につぎ込まれ、ただでさえ税収が減っているところへ、将来食べようと思っていた豚、じゃなかった、将来の大きな税収源も育たないのだから、「万事休す」ということになる。
見方を変えれば、「誰かどこかにダークホース、iPSの山中伸弥か青色LDの中村修二か太陽電池の桑野幸徳の様なヒト、こういう人達が必ずどこかに潜んでいる。そして全体収支をきっとプラスにしてくれる」ということをPartnership税制は「アテ」にしているのだ。
全くもって合理性のかけらもない「アテ」だ。「妄想」ないし「信仰」といわずして、これをなんといおうか。

メイフラワー号に乗って荒天の海に乗りだし、まだ見ぬ新天地を目指す「蛮勇」が必要だ。20世紀終盤、経済の様相は実に恐ろしいものに一変してしまった。
ただ…、次のことは言えると思う。確かに、この一変した経済を乗りこなすのは難しい。とくにまだ近代合理主義の段階にある日本人には不可能に近いかもしれない。しかし、この一変した経済に乗り出さず、旧来のcorporate経済だけを続けていった場合、いったい日本の経済の将来はどうなるのであろうか？
さー、思考して答えを出し、覚悟を決めるのは皆さん一人一人だから、私は何も言わない。ただ…
今週は以上。次週も乞うご期待。

� “The first step in winning the future is encouraging American innovation.  None of us can predict with certainty what the next big industry will be or where the new jobs will come from. Thirty years ago, we couldn’t know that something called the Internet would lead to an economic revolution.  What we can do -- what America does better than anyone else -- is spark the creativity and imagination of our people.”


� 即時一括損金算入。法人税制では法定耐用年数に合わせて減価償却費用が税務会計に計上されるが、合夥税制では投資額を即時一括に損金算入することが出来る。例えば100億円のcontributeをしたpartnerの所得税率が40%だとするとfull expensingによってそのpartnerは100億円の損金を受け取り40億円の税減額を得ることが出来る。自腹60億円を切っただけで100億円の投資が出来ることになる。


� Partnership税務会計には会計自由（freedom of accounting）がある。例えばcash flow会計で税務会計をし、cash-inとcash-outをaggregate（損益通算）して課税所得額をゼロにすることをzero-outという。このとき払うべき税金はゼロとなる。


� 米国では1996年check the box税制が開始され、起業家は起業時に法人税制か合夥税制かのどちらでも自由に選べるようになった。� HYPERLINK "http://www.irs.gov/pub/irs-pdf/f8832.pdf" \t "_blank" ��form 8832�参照方。勿論ほとんど全ての起業家が、partnershipによる投資の税優遇を求めて、合夥税制を選ぶ。


� 一説によれば、「千三つ」といって生き延びるのは千の企業の内僅かに三つ。あとの997社は死の谷とダーウインの海で死に絶える。


� Facebookはこの「500人ルール」で、2012年に渋々（しぶしぶ）上場したのだった。株式時価総額8兆円の上場が「渋々」なのだから、米国起業家、というかザッカ-バーグの冒険者精神は日本人には全く理解できない。なお、ザッカ-バーグが「持分所有者500人ルールは、インターネットで海外投資家も募れる時代にそぐわない」と抗議し、「2000人ルール」に今年変更された。Civil Code, common law のmutatis mutandis（変更すべきは変更して）原則の面目躍如だ。


� per se corporateの法理は、1996年のcheck the box税制開始と同時に概念整備が開始された。「持分所有者2000人」のほかに、banking、public transportation、real estateなどを営む企業が、強制的にper se corporateとされcorporate taxが課される判例が増えつつある。
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